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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第142期

第３四半期連結
累計期間

第143期
第３四半期連結
累計期間

第142期

会計期間
自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

営業収益（百万円） 861,666 796,410 1,152,125

経常利益（百万円） 51,882 58,240 52,873

四半期（当期）純利益（百万円） 23,065 31,139 40,051

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
22,656 30,774 38,388

純資産額（百万円） 400,911 434,598 416,565

総資産額（百万円） 1,961,895 1,953,206 1,955,077

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
18.46 24.87 32.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 24.81 －

自己資本比率（％） 19.7 21.6 20.6

　

回次
第142期

第３四半期連結
会計期間

第143期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日

至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
2.03 7.34

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．第142期及び第142期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、当社においては潜在株式が存在しておらず、また、一部の関連会社においては潜在株式が存在するも

のの、希薄化効果を有していないため記載しておりません。

４．第142期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当第３四半期連結累計期間において、シロキ工業㈱（その他事業）は、当社が保有株式の

一部を売却したため、関連会社ではなくなりました。また、株式取得により横浜ケーブルビジョン㈱（レジャー・サー

ビス事業）は、関連会社となりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当社及び連結子会社である東急車輛製造㈱は、平成23年10月27日開催の取締役会において、同社及び連結子会社で

ある東急車輛特装㈱（東急車輛製造㈱の100％子会社）の営む３事業を譲渡することを決議するとともに、同日、契約

を締結いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　追加情報」に記載しております。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社（連結子会社を含む）が判断したもの

であります。

(1）業績の状況

当社（連結子会社を含む）は、将来の持続的成長に必要な収支構造の変革等を着実に図りながら、引き続き積極

的な営業活動と経費節減に努めてまいりました。

当第３四半期連結累計期間の営業収益は、不動産事業において、前年度の大型集合住宅（マンション）販売の反

動減があったほか、東日本大震災の影響などもあり全ての事業で減収となり、7,964億１千万円（前年同期比7.6％

減）となりました。営業利益は、リテール事業や不動産事業の増益などにより、580億４千２百万円（同6.0％増）と

なりました。経常利益は、持分法による投資利益を計上したことなどにより、582億４千万円（同12.3％増）となり

ました。四半期純利益は、特別損失にて事業譲渡損失引当金繰入額を計上したものの、前年度に投資有価証券評価損

や資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額などの多額の特別損失の計上があったことから、311億３千９百万円

（同35.0％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであり、各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益又は振替高

を含んで記載しております。なお、各セグメントの営業利益をセグメント利益としております。

①　交通事業

交通事業では、当社の鉄軌道業において、当第３四半期連結累計期間における輸送人員は、二子玉川ライズ・

ショッピングセンターや、たまプラーザテラスの開業効果があったものの、東日本大震災の影響や台風などの天

候不良などにより、定期では0.2％、定期外で1.5％減少し、全体でも0.7％の減少となりました。

また、鉄道業の伊豆急行㈱やバス業の東急バス㈱においても、東日本大震災の影響により輸送人員が減少した

こともあり、営業収益は1,392億３千８百万円（同1.0％減）となったものの、当社の鉄軌道業において、減価償却

費が減少したことなどにより、営業利益は281億６千７百万円（同1.9％増）となりました。
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（当社の鉄軌道業の営業成績）

種別 単位
前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間
22.４.１～22.12.3123.４.１～23.12.31

営業日数 日 275 275

営業キロ程 キロ 104.9 104.9

客車走行キロ 千キロ 104,291 99,712

輸送人員

定期外 千人 331,569 326,739

定期 千人 477,741 476,615

計 千人 809,310 803,354

旅客運輸収入

定期外 百万円 54,059 53,208

定期 百万円 43,101 42,961

計 百万円 97,160 96,169

運輸雑収 百万円 12,692 12,896

収入合計 百万円 109,852 109,065

一日平均旅客運輸収入 百万円 353 350

乗車効率 ％ 51.7 53.7

（注）　乗車効率の算出方法

乗車効率 ＝
輸送人員

×
平均乗車キロ

× 100
客車走行キロ 平均定員

②　不動産事業

不動産事業では、当社の不動産販売業において、前年度に計上した当社沿線における大型集合住宅（マンショ

ン）販売の反動減などにより、営業収益は953億９千６百万円（同24.1％減）となったものの、当社の不動産賃貸

業における、二子玉川ライズ、東急キャピトルタワーの開業に伴う賃貸収入の増加や西豪州の土地販売などによ

り、営業利益は196億１千８百万円（同11.2％増）となりました。

③　リテール事業

リテール事業では、長引く個人消費の低迷に加え、東日本大震災に伴う消費の自粛や、事業構造改革に伴う店舗

閉鎖などもあり、営業収益は3,572億２千４百万円（同5.6％減）となったものの、人件費を始めとする費用の削

減やのれん償却費の減少などにより、営業利益は71億８千２百万円（同43.1％増）となりました。

④　レジャー・サービス事業

レジャー・サービス事業では、広告業の㈱東急エージェンシーにおいて、東日本大震災の影響に伴い、各種広

告、イベントなどの売上が減少したことなどにより、営業収益は1,130億３千７百万円（同2.2％減）、営業利益は

30億１千６百万円（同4.8％減）となりました。

⑤　ホテル事業

ホテル事業では、㈱東急ホテルズにおいて、東日本大震災の影響を受けた稼働率は回復傾向にあるものの、客室

単価の戻りが鈍く、営業収益は578億７千６百万円（同9.7％減）、営業損失は10億１千６百万円（前年同期は１

億４千７百万円の営業損失）となりました。

⑥　その他事業

その他事業では、鉄道車両関連事業の東急車輛製造㈱において、鉄道車両の売り上げが減少したことなどによ

り、営業収益は830億６千７百万円（同6.0％減）、営業利益は11億１千２百万円（同9.1％減）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針については、当社の株式は上場されており、当社株式の大量取得を目的と

する買付であっても、それが当社の企業価値・株主の共同の利益に資すると判断される限り否定されるべきもので

はありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案について対抗措置をとるべきとの判断には、最終的に

は合理的手続きを経て確定される株主全体の意思が反映されるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大量取得行為の中にはその目的・手法などから見て、企業価値・株主の共同の利益に対し

て明白な侵害をもたらすもの、例えば短期的な利益追求を目的とすることなどにより鉄道事業の安全確保に悪影響

を及ぼす可能性があるもの、また、買収を二段階で行い、最初の買付に応じなければ不利益になる、あるいはその

ような危惧を抱かせる状況を作り出し、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの等、不適切な方法に

よる、あるいは不適切な者による企業買収の存在は否定できません。また、株式の大量取得行為の提案がなされた

場合において、これの是非を判断する十分な情報や代替案を株主の皆さまが持ち合わせていないにも関わらず、そ

のまま買収が行われてしまう場合もあり得ます。

当社事業にとって重要なステークホルダーの利益を考慮しつつ、このような買収から企業価値・株主の共同の利

益を守り、これらに資するよう行動することは、当社の経営を負託された者として当然の責務であると認識してお

ります。

現時点において、当社は具体的にこのような買収の脅威にさらされているとの認識はありませんが、当社株式の

取引や株主の異動の状況を常にチェックするとともに、当社株式を大量に取得しようとする者が出現した場合に、

判断の客観性を担保しつつ、企業価値・株主の共同の利益を保全・確保及び向上させるために必要な措置が取れる

よう、社内における体制を整え、役割分担や行うべき対応を明確にしております。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、４億４千３百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,800,000,000

計 1,800,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,263,525,7521,263,525,752
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 1,263,525,7521,263,525,752 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 1,263,525,752－ 121,724 － 92,754

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株）
議決権数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式     2,672,000

（相互保有株式）

普通株式     3,382,000

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,248,951,0001,248,951 －

単元未満株式 普通株式     8,520,752－ －

発行済株式総数 1,263,525,752－ －

総株主の議決権 － 1,248,951 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。また、「議

決権数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）                  

東京急行電鉄㈱
東京都渋谷区南平台

町５番６号
2,672,000－ 2,672,000 0.21

（相互保有株式）                  

㈱東急レクリエーション
東京都新宿区歌舞伎

町一丁目29番１号
3,381,000－ 3,381,000 0.27

㈱伊東アンテナ協会
静岡県伊東市広野二

丁目３番17号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 6,054,000－ 6,054,000 0.48

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 経営管理室長 取締役 人事・労政室長 髙橋 和夫 平成23年７月１日

取締役 事業戦略室長 取締役 経営統括室長 星野 俊幸 平成23年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,987 21,903

受取手形及び売掛金 105,026 117,152

商品及び製品 17,664 19,806

分譲土地建物 51,338 47,990

仕掛品 23,639 33,416

原材料及び貯蔵品 6,935 7,631

繰延税金資産 15,231 6,818

その他 28,015 28,475

貸倒引当金 △995 △1,017

流動資産合計 276,842 282,177

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 640,237 622,325

機械装置及び運搬具（純額） 56,745 55,145

土地 561,762 547,929

建設仮勘定 132,338 177,676

その他（純額） 19,623 18,889

有形固定資産合計 1,410,707 1,421,966

無形固定資産 25,777 26,063

投資その他の資産

投資有価証券 101,279 101,948

繰延税金資産 28,990 21,058

その他 113,417 101,869

貸倒引当金 △1,937 △1,877

投資その他の資産合計 241,749 222,998

固定資産合計 1,678,234 1,671,028

資産合計 1,955,077 1,953,206
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 93,208 100,032

短期借入金 262,919 292,713

1年内償還予定の社債 21,000 22,000

未払法人税等 3,362 3,044

引当金 15,826 14,338

前受金 35,858 43,468

その他 103,634 101,498

流動負債合計 535,810 577,095

固定負債

社債 236,800 224,800

長期借入金 520,625 477,991

退職給付引当金 31,748 30,150

その他の引当金 3,270 2,771

長期預り保証金 110,522 110,251

繰延税金負債 28,782 27,982

再評価に係る繰延税金負債 11,243 9,923

負ののれん ※
 9,433

※
 6,749

その他 27,615 27,758

固定負債合計 980,042 918,378

特別法上の準備金

特定都市鉄道整備準備金 22,659 23,134

特別法上の準備金合計 22,659 23,134

負債合計 1,538,512 1,518,608

純資産の部

株主資本

資本金 121,724 121,724

資本剰余金 140,647 140,517

利益剰余金 144,901 164,938

自己株式 △5,709 △4,736

株主資本合計 401,564 422,445

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,255 △4,287

繰延ヘッジ損益 △15 △21

土地再評価差額金 8,462 9,975

為替換算調整勘定 △4,912 △5,325

その他の包括利益累計額合計 1,278 341

少数株主持分 13,721 11,811

純資産合計 416,565 434,598

負債純資産合計 1,955,077 1,953,206
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

営業収益 861,666 796,410

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 652,449 594,616

販売費及び一般管理費 154,451 143,751

営業費合計 806,900 738,368

営業利益 54,766 58,042

営業外収益

受取利息 180 382

受取配当金 963 1,154

負ののれん償却額 2,593 2,592

持分法による投資利益 3,263 5,810

その他 3,777 3,553

営業外収益合計 10,778 13,493

営業外費用

支払利息 12,162 11,342

その他 1,499 1,953

営業外費用合計 13,661 13,295

経常利益 51,882 58,240

特別利益

固定資産売却益 2,015 799

工事負担金等受入額 948 1,608

特定都市鉄道整備準備金取崩額 1,420 1,420

その他 1,122 1,290

特別利益合計 5,507 5,118

特別損失

工事負担金等圧縮額 581 830

特定都市鉄道整備準備金繰入額 1,913 1,895

投資有価証券評価損 3,961 52

事業譲渡損失引当金繰入額 － 3,900

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,222 －

その他 6,152 4,002

特別損失合計 15,831 10,681

税金等調整前四半期純利益 41,558 52,678

法人税等 17,428 20,644

少数株主損益調整前四半期純利益 24,129 32,034

少数株主利益 1,064 894

四半期純利益 23,065 31,139
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 24,129 32,034

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △638 △1,971

繰延ヘッジ損益 36 4

土地再評価差額金 － 1,320

為替換算調整勘定 △618 △820

持分法適用会社に対する持分相当額 △251 207

その他の包括利益合計 △1,472 △1,259

四半期包括利益 22,656 30,774

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 21,603 29,810

少数株主に係る四半期包括利益 1,053 963
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（持分法適用の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間より、当社が保有株式の一部を売却したことにより、シロキ工業㈱を持分法適用の範囲から除

外しております。また、当第３四半期連結会計期間において、株式取得により横浜ケーブルビジョン㈱を持分法適用の範

囲に含めております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（事業の譲渡について）

当社及び連結子会社である東急車輛製造㈱は、平成23年10月27日開催の取締役会において、同社及び連結子会社である

東急車輛特装㈱（東急車輛製造㈱の100％子会社）の営む３事業を譲渡することを決議するとともに、同日、契約を締結

いたしました。

１．譲渡の理由

東急車輛製造㈱は、当社の戦災鉄道車両の復旧を主体に操業を開始し、鉄道車両、立体駐車装置、特装自動車の製造・

販売を主力事業として発展してまいりました。しかしながら、構造改革を推し進め、経営の効率化を図っておりますが、

需要の低迷など事業環境は厳しく、東急車輛製造㈱の業績は、計画数値を下回る状況が続いております。

当社は、持続的成長を達成するために収益性・効率性を追求し、構造改革を推し進めております。このような状況の

下、東急車輛製造㈱の今後の成長戦略や、事業ポートフォリオの徹底、および資金回収という観点から検討した結果、東

急車輛製造㈱の鉄道車両事業を東日本旅客鉄道㈱に、また、立体駐車装置事業および特装自動車事業については、両事

業を基盤事業としている新明和工業㈱へ、それぞれ事業譲渡することといたしました。

２．事業譲渡の内容

(1) 鉄道車両事業

東急車輛製造㈱を分割会社、当社が別途設立した新東急車輛㈱（当社の100％子会社）を承継会社とし、東急車輛

製造㈱の営む事業のうち、鉄道車両事業を新東急車輛㈱に吸収分割する。分割効力発生後、当社が新東急車輛㈱の全

株式を東日本旅客鉄道㈱に譲渡する。

(2) 立体駐車装置事業

東急車輛製造㈱を分割会社、当社が別途設立した新東急パーキング㈱（当社の100％子会社）を承継会社とし、東

急車輛製造㈱の営む事業のうち、立体駐車装置事業を新東急パーキング㈱に吸収分割する。分割効力発生後、当社が

新東急パーキング㈱の全株式を新明和工業㈱に譲渡する。

(3) 特装自動車事業

東急車輛製造㈱を分割会社、東急車輛特装㈱を承継会社とし、東急車輛製造㈱が保有する特装自動車事業に関連す

る資産、負債等を東急車輛特装㈱に吸収分割する。分割効力発生後、東急車輛製造㈱が東急車輛特装㈱の全株式を新

明和工業㈱に譲渡する。

(4) 東急車輛製造

上記(1)から(3)の会社分割の実施後、東急車輛製造㈱は残存することとなる不動産を保有する会社として存続す

る。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

３．事業を譲渡する子会社の概要

(1) 名称

東急車輛製造株式会社

(2) 所在地

神奈川県横浜市金沢区大川３番１号

(3) 代表者の役職・氏名

取締役社長　金田　一朗

(4) 資本金

14,047百万円

(5) 主な事業の内容

鉄道車両・コンテナ・分岐器の製造および販売、立体駐車装置の製造

４．譲渡の相手先の概要

（東日本旅客鉄道株式会社）

(1) 名称

東日本旅客鉄道株式会社

(2) 所在地

東京都渋谷区代々木二丁目２番２号

(3) 代表者の役職・氏名

代表取締役社長　清野　智

(4) 資本金

200,000百万円

(5) 主な事業の内容

旅客鉄道事業、貨物鉄道事業、旅客自動車運送事業　他

（新明和工業株式会社）

(1) 名称

新明和工業株式会社

(2) 所在地

兵庫県宝塚市新明和町１番１号

(3) 代表者の役職・氏名

取締役社長　大西　良弘

(4) 資本金

15,981百万円

(5) 主な事業の内容

輸送機器製造業

５．日程

平成23年10月27日　　　　　　株式譲渡契約書締結

・当社―東日本旅客鉄道㈱（新東急車輛株式）

・当社―新明和工業㈱（新東急パーキング株式）

・当社―東急車輛製造㈱―新明和工業㈱（東急車輛特装株式）

平成24年４月１日（予定）　　吸収分割効力発生日

平成24年４月２日（予定）　　株式譲渡

・当社―東日本旅客鉄道㈱（新東急車輛株式）

・当社―新明和工業㈱（新東急パーキング株式）

・東急車輛製造㈱―新明和工業㈱（東急車輛特装株式）

６．事業譲渡に係る移転損失の計上

株式譲渡時に発生する損失を見込んで、当第３四半期連結累計期間において、事業譲渡損失引当金繰入額3,900百万

円を特別損失に計上しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

※　「固定負債」の「負ののれん」については、

「のれん」と相殺後の金額を計上しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

  

のれん（無形固定資産） 906百万円 998百万円

負ののれん（固定負債） 10,339百万円 7,747百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産等に係る償却費を含む。）及びのれん及び負ののれん償却額は、次のとおりでありま

す。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 52,237百万円 53,835百万円

のれん及び負ののれん償却額 △1,347百万円 △2,337百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 （注１）3,750 3.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月10日

取締役会
普通株式 （注２）3,754 3.0平成22年９月30日平成22年12月３日利益剰余金

（注１）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金33百万円を含めておりません。これは従業員持株会が保

有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

（注２）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金29百万円を含めておりません。これは従業員持株会が保

有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 （注１）4,384 3.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月10日

取締役会
普通株式 （注２）3,762 3.0平成23年９月30日平成23年12月２日利益剰余金

（注１）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金29百万円を含めておりません。これは従業員持株会が保

有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

（注２）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金20百万円を含めておりません。これは従業員持株会が保

有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。
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２．株主資本の金額の著しい変動

第３四半期連結累計期間において、当社が保有株式の一部を売却したことにより、持分法適用関連会社で

あったシロキ工業㈱を持分法適用の範囲から除外しております。この結果、第３四半期連結累計期間において、

利益剰余金が29億７千８百万円減少しております。

（追加情報）

信託型従業員持株インセンティブ・プランについて

当社は、平成21年９月に、東急グループ従業員持株会（以下「持株会」という。）を活用した中長期的な企業価

値向上と福利厚生の拡充を目的とするインセンティブ・プラン「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」

（以下「本プラン」という。）を導入しております。

本プランにて、持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立された「東急グループ従業員持株会専用信託」

が、信託設定後５年間にわたり持株会が取得する規模の株式を予め取得（総額5,090百万円）したうえで、持株会

への売却を行っております。

当社株式の取得・処分については、経済的実態を重視し、当社と従業員持株会信託口（以下「信託口」とい

う。）は一体であるとする会計処理をしております。従いまして、信託口が保有する当社株式や信託口の資産及び

負債並びに費用及び収益についても、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

に含めて計上しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

交通事業 不動産事業
リテール
事業

レジャー・
サービス
事業

ホテル事業 その他事業

営業収益          

外部顧客への営業収益 138,776106,396376,790104,68263,67371,348861,666 － 861,666

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

1,93719,2921,63610,858 441 16,99651,163△51,163 －

計 140,713125,688378,427115,54164,11488,344912,830△51,163861,666

セグメント利益又は損失(△) 27,63317,6455,017 3,166 △147 1,22454,540 225 54,766

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額225百万円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

交通事業 不動産事業
リテール
事業

レジャー・
サービス
事業

ホテル事業 その他事業

営業収益          

外部顧客への営業収益 138,72175,238355,204100,29457,52669,424796,410 － 796,410

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

516 20,1582,01912,743 350 13,64249,430△49,430 －

計 139,23895,396357,224113,03757,87683,067845,841△49,430796,410

セグメント利益又は損失(△) 28,16719,6187,182 3,016△1,016 1,11258,080 △37 58,042

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△37百万円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

なお、「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株会信託口が所有する当社株式を控除しております。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 18円46銭 24円87銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 23,065 31,139

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 23,065 31,139

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,249,427 1,252,108

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 24円81銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（百万円） － △68

（うち持分法適用関連会社における優先株式が

普通株式に転換された場合の損益差額）

（百万円）

－ (△68)

普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当社においては潜在株式

が存在しておらず、また、一部の関連会社においては潜在株式が存在するものの、希薄化効果を有していないため

記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成23年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………3,782百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………３円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成23年12月２日

（注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月10日

東京急行電鉄株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川井　克之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 那須　伸裕　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　浩明　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京急行電鉄株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京急行電鉄株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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